
開催
日時

開催
場所

証券コード：4094

第101 回

定時株主総会
招 集 ご 通 知

2026年６月26日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

東京都荒川区東日暮里５丁目50番５号
アートホテル日暮里ラングウッド２階「飛翔」

（末尾の会場のご案内図をご参照ください。）

株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意
はございません。何卒ご理解くださいますようお
願い申しあげます。

目 次

第101回定時株主総会招集ご通知
（株主総会参考書類）
第１号議案 取締役８名選任の件
第２号議案 役員賞与支給の件
事業報告
連結計算書類
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（証券コード4094）
2026年６月5日

株 主 各 位
東京都台東区東上野四丁目８番１号

日本化学産業株式会社
代表取締役社長 角 谷 博 樹

第101回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第101回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第101回定時株主総会招集ご通知」「第101回定時株主総会その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト
https://www.nihonkagakusangyo.co.jp/ir/meeting/

また、上記の他、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「日本化学産業」又は
「コード」に当社証券コード「4094」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順
に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日ご出席されない場合は、電磁的方法（インターネット）又は書面（郵送）により議
決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。お手数ながら後記の株主総会参考書類をご
検討いただき、2026年６月25日（木曜日）午後５時40分までに議決権を行使くださいますよ
う、お願い申しあげます。

敬 具
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記
1. 日 時 2026年６月26日（金曜日）午前10時
2. 場 所 東京都荒川区東日暮里５丁目50番５号

アートホテル日暮里ラングウッド２階「飛翔」
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1. 第101期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告の内
容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件

2. 第101期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類の内
容報告の件

決 議 事 項
第1号議案 取締役８名選任の件
第2号議案 役員賞与支給の件

４．招集に当たっての決定事項
（1） インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合は、インターネットに

よる議決権の行使を有効なものといたします。また、インターネットにより複数回議決
権を行使された場合は、最後の行使を有効といたします。

（2） ご返送いただいた議決権行使書に議案に対する賛否が表示されていない場合は、賛成
の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。

◎ ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねておりま
す。
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◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトにその旨、修正前の
事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。

◎ 電子提供措置事項のうち、本株主総会招集ご通知には、法令及び当社定款の規定に基づき、
次に掲げる事項は記載しておりません。なお、監査役及び会計監査人は次の事項を含む監査対
象書類を監査しております。
①事業報告
・「企業集団の現況に関する事項」のうち、「主要な事業内容」、「主要な営業所及び工場」、
「従業員の状況」、「主要な借入先」

・「会社の株式に関する事項」
・「会社の新株予約権等に関する事項」
・「会計監査人の状況」
・「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の
適正を確保するための体制の整備及び当該体制の運用状況」

・「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」
②連結計算書類
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表

③計算書類
④連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
⑤会計監査人の監査報告書
⑥監査役会の監査報告書
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株主総会に当日ご出席していただく方法

株主総会日時 2026年６月26日（金曜日）午前10時開催

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
株主総会は、この「招集ご通知」をお持ちくださいますようお願い申しあげます。
※午前9時から受付を開始いたします。

書面（郵送）によって議決権を行使していただく方法

行使期限 2026年６月25日（木曜日）午後５時40分必着

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、行使期限までに到着するようご返送くだ
さい。議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされた
ものとして取り扱わせていただきます。

電磁的方法（インターネット）によって議決権を行使していただく方法

詳細につきましては次頁をご覧ください。

行使期限 2026年６月25日（木曜日）午後５時40分まで

インターネットによる議決権行使は、次のいずれかの方法によって可能です。
① ＱＲコードを読み取る方法「スマート行使」
② 議決権行使コード・パスワードを入力する方法
１ 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金（接続料金等）は、株主

様のご負担となります。
２ パスワードは、議決権を行使される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報です。印鑑

や暗証番号と同様に、大切にお取扱いください。
３ パスワードは、一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行を希望される場合は、

画面の案内にしたがってお手続ください。
４ 議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本株主総会に限り有効です。
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「次へすすむ」を
クリック

議決権行使ウェブサイトへアクセス

お手元の議決権行使書
用紙に記載された「議決
権行使コード」を入力し、

「ログイン」をクリック

ログインする

お手元の議決権行使書
用紙に記載された「パ
スワード」を入力

実際にご使用になる新
しいパスワードを設定し
てください

「登録」をクリック

議決権行使書用紙に記載された「パスワード」
をご入力ください

以降は画面の指示にしたがって賛否をご送信く
ださい。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを
読み取ってください。

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

11

2

2

3

以降は画面の指示にしたがって賛否をご送信ください。4

※注意
「スマート行使」での議決権行使は、１回に限り有効です。
一度行使した内容を変更する場合は、お手元の議決権行使書
用紙に記載された「議決権行使コード」と「パスワード」を
ご入力ください。

スマートフォンやタブレット端末で、議決権行使書用紙右下の
QRコードを読み取れば、「議決権行使コード」や「パスワード」
を入力することなく、議決権を行使することができます。

議決権行使
ウェブサイト

インターネットによる議決権行使の方法

議決権行使に関するパソコン、スマートフォ
ン等の操作方法がご不明な場合は、右記にお
問い合わせください。

https://www.web54.net

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

ふ0120-652-031受付時間 9:00～21:00

① ②

議決権行使方法のご案内

5
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第1号議案 取締役８名選任の件

取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、経営基盤を一
層強化するため１名を増員し、取締役８名（うち社外取締役３名）の選任をお願いするもの
であります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏名 現在の当社における地位・担当 取締役会への出席状況

1 再 任
かど や ひろ き

角 谷 博 樹 代表取締役社長 兼 薬品事業統括本
部担当

100％（17回／17回）

2 再 任
やなぎ さわ えい じ

柳 澤 英 二 取締役会長 100%（17回／17回）

3 再 任
おお た たけ ゆき

太 田 武 之 取締役 専務執行役員
管理本部長 兼 総務部長 100％（17回／17回）

4 再 任
やま もと あきら

山 本 晃
取締役 常務執行役員
経営企画室長 兼 建材本部担当 兼
サステナビリティ推進担当

100％（17回／17回）

5 新 任
まつ お おさむ

松 尾 理 常務執行役員 薬品事業統括本部長 ―

6 再 任
はち むら たけし

鉢 村 健 社外取締役 100％（17回／17回）

7 再 任
たき じゅん こ

滝 順 子 社外取締役 100％（17回／17回）

8 再 任
かん だ あ さか

神 田 安 積 社外取締役 100％（17回／17回）
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生年月日
1957年２月27日生
所有する当社株式の数

9,400 株

候補者番号

1
か ど や ひ ろ き

角 谷 博 樹 再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1982年４月 住友金属鉱山㈱入社
2012年６月 住友金属鉱山㈱執行役員 機能性

材料事業部長
2017年６月 住友金属鉱山㈱常務執行役員 材

料事業本部副本部長
2019年７月 当社執行役員 薬品生産本部薬品

生産技術センター長
2021年４月 当社執行役員 Ｒ＆Ｄセンター長
2021年６月 当社取締役
2021年６月 当社常務執行役員

2021年６月 当社薬品生産本部担当 兼 Ｒ＆Ｄ
センター長

2021年10月 当社薬品生産本部担当 兼 Ｒ＆Ｄ
センター長 兼 電池材料事業開発
部長

2023年４月 当社専務執行役員
2023年４月 当社薬品事業統括本部長
2024年６月 当社代表取締役社長（現任）
2025年 7 月 当社薬品事業統括本部担当（現

任）

取締役候補者とした理由
住友金属鉱山㈱での豊富な経験と高い見識に基づき、2024年６月より代表取締役社長を務めておりま
す。経営者としての見識、豊富な経験と実績を有し、なおかつ外部環境の変化への対応力も有してい
ることから、薬品事業のみならず会社全体の成長力強化に適任であると判断し、引き続き取締役候補
者といたしました。

生年月日
1949年11月５日生
所有する当社株式の数

266,831 株

候補者番号

２
やなぎ さ わ え い じ

柳 澤 英 二 再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1973年４月 新日本製鐵㈱入社
1983年７月 新日本製鐵㈱標準建築事業部掛長
1987年４月 当社入社
1988年４月 当社建材本部長
1989年６月 当社取締役
1993年６月 当社常務取締役

1995年６月 当社専務取締役
1996年４月 当社建材本部長 兼 社長室長
1999年６月 当社代表取締役専務
2003年６月 当社代表取締役社長
2024年６月 当社取締役会長（現任）

取締役候補者とした理由
入社以来、建材本部長、常務取締役、専務取締役、社長室長、代表取締役専務を歴任し、2003年６月
より当社の代表取締役社長を務め、2024年６月より取締役会長に就任しております。経営者としての
見識、豊富な経験と実績を有することに加え、当社グループに対する深い知識と見識に基づき、重要
な業務執行の決定及び取締役の職務の執行の監督に適任であると判断し、引き続き取締役候補者とい
たしました。
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生年月日
1958年８月４日生
所有する当社株式の数

12,700 株

候補者番号

３
お お た た け ゆ き

太 田 武 之 再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1981年４月 ㈱三井銀行入行
2004年１月 ㈱三井住友銀行六本木法人営業部

長
2006年４月 ㈱三井住友銀行新横浜法人営業部

長
2008年４月 ㈱三井住友銀行日本橋東法人営業

部長
2010年６月 太陽石油㈱執行役員
2014年４月 太陽石油㈱常務執行役員
2016年12月 太陽石油㈱常務執行役員 兼 南西

石油㈱代表取締役社長

2019年４月 当社総務部エグゼクティブ・アド
バイザー

2019年６月 当社取締役（現任）
2019年６月 当社常務執行役員
2019年６月 当社総務部門担当
2022年６月 当社管理本部長（現任）
2023年４月 当社専務執行役員（現任）
2024年１月 当社情報システム管理室長
2025年 7 月 当社総務部長（現任）

取締役候補者とした理由
金融業界における長年の企業経営等に関する高い見識と幅広い経験を有しており、2022年６月より管
理本部長に就任、また、2023年４月より専務執行役員に就任しております。取締役としての見識、豊
富な経験と実績を有することから、重要な業務執行の決定及び取締役の職務の執行の監督に適任であ
ると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

生年月日
1960年１月４日生
所有する当社株式の数

4,100 株

候補者番号

４
や ま も と あきら

山 本 晃 再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1983年４月 新日本製鐵㈱入社
2011年４月 新日鉄エンジニアリング㈱営業総

括部長
2012年10月 新日鉄住金エンジニアリング㈱東

北支店長
2014年７月 新日鉄住金エンジニアリング㈱リ

スクマネジメント部長
2016年４月 新日鉄住金エンジニアリング㈱マ

ネジメントサポートセンター総務
部長

2019年６月 日鉄エンジニアリング㈱常勤監査
役

2023年６月 当社取締役（現任）
2023年６月 当社執行役員
2024年４月 当社経営企画室長（現任）
2024年６月 当社常務執行役員（現任）
2024年６月 当社建材本部担当（現任）
2024年６月 当社サステナビリティ推進担当

（現任）

取締役候補者とした理由
日鉄エンジニアリング㈱での豊富な経験と高い見識に基づき、2024年４月より、経営企画室長に就
任、また、2024年６月より常務執行役員及び建材本部担当並びにサステナビリティ推進担当に就任し
ております。重要な業務執行の決定及び取締役の職務の執行の監督に適任であると判断し、引き続き
取締役候補者といたしました。
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生年月日
1969年９月２日生
所有する当社株式の数

1,000 株

候補者番号

５
ま つ お おさむ

松 尾 理 新 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1994年４月 当社入社
2010年４月 当社薬品生産本部技術部技術課長
2014年４月 当社薬品生産本部技術部長補佐

兼 技術課長
2016年４月 当社薬品生産本部技術部長 兼 技

術課長
2018年６月 当社海外本部海外業務部長 兼 業

務課長

2019年４月 当社薬品生産本部薬品生産技術セ
ンター副センター長

2021年４月 当社Ｒ＆Ｄセンター開発部長
2023年４月 当社執行役員 薬品事業統括本部

事業管理室長
2025年７月 当社常務執行役員 薬品事業統括

本部長（現任）

（重要な兼職の状況）
サイアム・エヌケーエスCO.,ＬＴＤ.代表取締役会長
取締役候補者とした理由
入社以来、長年にわたって薬品事業に従事し、2023年４月より執行役員及び、薬品事業統括本部事業
管理室長に就任、2025年７月より常務執行役員及び、薬品生産本部、薬品営業本部及び海外本部並び
にＲ＆Ｄセンターを一元統括する薬品事業統括本部長に就任しており、豊富な経験と知識をもって薬
品部門を率いております。取締役としての見識、豊富な経験と実績を有することから、重要な業務執
行の決定及び取締役の職務の執行の監督に適任であると判断し、取締役候補者といたしました。
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生年月日
1959年７月６日生
所有する当社株式の数

9,900 株

候補者番号

６
は ち む ら たけし

鉢 村 健
再 任
社 外 独 立

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1982年４月 日本銀行入行
2001年11月 日本銀行発券局総務課長
2005年３月 日本銀行福島支店長
2008年４月 日本銀行国際局参事役
2008年５月 独立行政法人国際協力機構

（JICA）
長期専門家（中央銀行業務／総
括）
ベトナム中央銀行機能強化プロジ
ェクト

2011年６月 内閣官房 東京電力に関する
経営・財務調査委員会 事務局次
長

2011年７月 内閣官房審議官（東日本大震災復
興対策本部）

2012年２月 復興庁 政策参与 兼 統括官付審
議官

2012年10月 日本銀行 神戸支店長
2015年６月 ㈱ルネサンス 社外監査役
2017年３月 凸版印刷㈱（現TOPPANエッジ

㈱）顧問（現任）
2018年６月 当社社外取締役（現任）
2019年４月 立教大学 兼任講師（現任）
2019年８月 令和総合研究所㈱ 代表取締役

（現任）
2020年５月 アレンザホールディングス㈱

社外取締役監査等委員（現任）
2022年９月 一般社団法人日本デューデリジェ

ンス協会代表理事（現任）

（重要な兼職の状況）
・TOPPANエッジ㈱ 顧問
・令和総合研究所㈱代表取締役
・立教大学 兼任講師
・アレンザホールディングス㈱社外取締役監査等委員
・一般社団法人日本デューデリジェンス協会代表理事
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
日本銀行及び日本国政府の要職を務めた豊富な経験と幅広い見識に基づき、会社から独立した社外の
視点から経営判断をし、もってコーポレートガバナンス、コンプライアンスの強化に資するところは
大きいと判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。
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生年月日
1967年７月17日生
所有する当社株式の数

0 株

候補者番号

７
た き じゅん こ

滝 順 子
再 任
社 外 独 立

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1990年４月 オリックス㈱入社
1997年10月 朝日監査法人入所（現 有限責任

あずさ監査法人）
2018年６月 住江織物㈱グローバル統括室部長
2019年８月 住江織物㈱グローバル統括室部長

兼 経営企画室部長
2021年２月 滝公認会計士事務所 代表（現任）

2022年５月 イオンモール㈱社外取締役
2022年６月 新田ゼラチン㈱社外監査役
2022年６月 当社社外取締役（現任）
2024年６月 小田急電鉄㈱社外取締役監査等委

員（現任）

（重要な兼職の状況）
・滝公認会計士事務所 代表
・小田急電鉄㈱社外取締役監査等委員
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
豊富な経験と高い見識に基づき、他社において、経営に近い執行職として事業戦略立案、経営管理基
盤の再構築、会計内部統制構築等の業務経験や、公認会計士として会計コンサルティング及び企業ガ
バナンス等の専門家として培われた高い知見を活かし、会社から独立した社外の視点から、当社取締
役会において適切な監督・助言をいただいていることから、引き続き社外取締役候補者といたしまし
た。
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生年月日
1963年12月25日生
所有する当社株式の数

400 株

候補者番号

８
か ん だ あ さ か

神 田 安 積
再 任
社 外 独 立

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1993年４月 弁護士登録（第二東京弁護士

会）
銀座東法律事務所弁護士

1999年４月 レックスウエル法律特許事務所
パートナー弁護士

2002年５月 西新橋綜合法律事務所パートナ
ー弁護士

2008年６月 株式会社ウイン・インターナシ
ョナル社外監査役

2009年12月 弁護士法人早稲田大学リーガ
ル・クリニックパートナー弁護
士

2010年４月 第二東京弁護士会副会長
2011年６月 マックス㈱ 補欠社外監査役
2014年４月 ウイン・パートナーズ㈱社外監

査役

2015年３月 日本弁護士連合会事務次長
2015年６月 ウイン・パートナーズ㈱社外取

締役監査等委員（現任）
2016年６月 マックス㈱補欠社外取締役監査

等委員
2018年６月 マックス㈱社外取締役監査等委

員（現任）
2019年４月 日本弁護士連合会常務理事
2021年４月 第二東京弁護士会会長

日本弁護士連合会副会長
2023年６月 当社社外取締役（現任）
2023年９月 弁護士法人東京フロンティア基

金法律事務所 所長
2026年 1 月 御茶の水ひまわり法律事務所

パートナー弁護士（現任）

（重要な兼職の状況）
・ウイン・パートナーズ㈱社外取締役監査等委員
・マックス㈱社外取締役監査等委員
・御茶の水ひまわり法律事務所 パートナー弁護士
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
弁護士としての専門的な知見を有しており、他社において、社外取締役、社外監査役として会社経営
に関与されており、これらの知見及び経験を活かし、会社から独立した社外の視点から、当社取締役
会においても適切な監督・助言をいただいていることから、引き続き社外取締役候補者といたしまし
た。
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（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．候補者 鉢村 健、滝 順子、神田安積の各氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外

取締役候補者であります。
３．社外取締役候補者に関する事項
（1）責任限定契約について

鉢村 健、滝 順子、神田安積の各氏と、会社法第423条第１項の賠償責任を法令で定める額を限
度とする契約を締結しており、再任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。

（2）社外取締役在任期間について
① 鉢村 健氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は、本総会終結の時をもって８年で

あります。
② 滝 順子氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は、本総会終結の時をもって４年で

あります。
③ 神田安積氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は、本総会終結の時をもって３年で

あります。
４．当社は、取締役全員を対象として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を

保険会社との間で締結しており、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は
当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある、損害を当該保険契約により填補
することとしております。なお、各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者とな
り、任期途中に当該保険契約を更新する予定であります。

５．候補者鉢村 健、滝 順子、神田安積の各氏は、東京証券取引所が定める独立役員として届け出てお
り、各氏の再任が承認された場合は、独立役員の届出を継続する予定であります。

2026年05月21日 14時53分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



14

（ご参考）
取締役候補者及び監査役が有する知識・経験・能力（スキル・マトリックス）

性別 企業経営 営業・マーケ
ティング

コンプライア
ンス・リスク
管理

財務・
会計・
税務

製造・技術・
研究

サステナ
ビリティ ＤＸ 国際性

角 谷 博 樹 男性 〇 〇 〇 〇 〇

柳 澤 英 二 男性 〇 〇

太 田 武 之 男性 〇 〇 〇

山 本 晃 男性 〇 〇 〇

松 尾 理 男性 〇 〇 〇

鉢 村 健 男性 〇 〇 〇

滝 順 子 女性 〇 〇

神 田 安 積 男性 〇 〇

小 野 寺 文 敏 男性 〇 〇 〇 〇

斉 藤 毅 男性 〇 〇

成 相 明 子 女性 〇 〇

大 室 幸 子 女性 〇 〇 〇
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第２号議案 役員賞与支給の件
役員賞与につきましては、当期の会社業績を勘案し、社内取締役４名に対し役員賞与総額

30,000千円を支給することといたしたいと存じます。
本議案につきましては、社外取締役３名を含む５名の委員で構成される指名報酬委員会で

業績、その他成果等を総合的に検討し、審議したうえで、取締役会において決定したもので
あり、内容は相当であると判断しております。
なお、各取締役に対する金額は、取締役会の決議にご一任願いたいと存じます。

以 上
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事 業 報 告

（2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

１． 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度（2025年４月１日〜2026年３月31日）における日本経済は、中国経済
の低迷、インフレ傾向の継続、米国の関税政策の経済への影響、中東情勢の緊迫化等、依
然として不透明な要素があり、個人消費の持ち直しの動きにも一部弱さが見られたものの、
設備投資については堅調に推移いたしました。
このような状況のもと、当社グループは2023年10月よりスタートした中期経営計画に

基づき、2030年のありたい姿を視野に入れ、持続的な成長を目指しており、当連結会計年
度も計画に沿って施策を推進しております。特に、リチウムイオン電池リサイクルパイロ
ットプラント建設は計画通り進捗し、サステナブルな社会への貢献と事業基盤の構築に向
けて取り組んでおります。また、既存分野では、製品の販売・生産数量の確保・拡大に加
え、新製品・新規用途開発品の早期の実績化及び新規顧客開拓にも継続して取り組んでま
いりました。
この結果、当連結会計年度の当社グループ全体の売上高は、薬品事業及び建材事業の双

方において売上が拡大したことにより、前期比2,591百万円 10.2％増の28,032百万円、
営業利益につきましては、販売費及び一般管理費が230百万円増加したものの、前期比
543百万円 19.0％増の3,404百万円となりました。経常利益は、営業利益の増加に加え、
受取利息や受取配当金等の営業外収益も増加したことで、前期比605百万円 18.8％増の
3,818百万円となりました。一方で、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、
リチウムイオン電池正極材の製造受託に関わる減損損失の計上などにより、前期比75百万
円 3.2％減の2,281百万円となりました。

当連結会計年度におけるセグメント別の業績は、次のとおりとなります。
［薬品事業］
主力の薬品事業の売上面については、主要な分野である電子工業の出荷額が引き続き緩

やかな回復基調にあることなどを背景に、国内市場における販売数量が拡大しました。こ
れに非鉄金属相場の高騰も寄与したほか、東アジア及び東南アジアの需要拡大を捉えた海
外子会社であるサイアム・エヌケーエス社（タイ）も売上を伸ばした結果、全体として増
収となりました。利益面については、労務費や物流コスト等が増加したものの、販売単価
の引き上げや生産コスト削減等に積極的に取り組んだ結果、全体としてセグメント利益は
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拡大しました。なお、リチウムイオン電池正極材の製造受託は、計画通りの水準で推移し
ました。
この結果、売上高は前期比2,421百万円 11.1％増の24,136百万円となり、セグメント

利益は前期比697百万円 22.0％増の3,867百万円となりました。
［建材事業］
建材事業では、2025年度の新設住宅着工戸数が前年を大きく下回って推移するなど厳し

い事業環境が続いております。このような環境下にあっても、新規顧客の開拓や新製品の
拡販に努めた結果、前年度を上回る販売数量を確保し増収となりました。一方、労務費を
中心とする固定費、物流コストが増加し、減益の要因となりました。
この結果、当連結会計年度の売上高は前期比170百万円 4.6％増の3,895百万円、セグ

メント利益は前期比24百万円 4.1％減の575百万円となりました。

（2）資金調達の状況
当連結会計年度においては、増資、社債の発行等による外部からの資金の調達は行って

おりません。

（3）設備投資等の状況
当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資については、今後の景気見通し、業界

の動向、投資効率等を総合的に勘案して実施しております。なお、有形固定資産の他、無
形固定資産への投資を含めて記載しております。
当連結会計年度の設備投資は総額2,329百万円であり、その主なものとしては、薬品事

業では、福島県いわき市における実証用パイロットプラントの研究開発投資及び生産設備
の更新を主体として2,197百万円を実施いたしました。建材事業では、生産設備の更新を
主体として130百万円を実施いたしました。
なお、重要な設備の除却又は売却はありません。
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（4）対処すべき課題
当社グループの対処すべき課題としては以下のように考えております。
当社グループは「企業は公器」との理念に基づき、法と社会倫理を遵守するとともに、

透明性、信頼性の高い企業運営を推進し、「利益ある成長」の達成によって企業価値を高
め、以て社会に貢献することを経営の基本方針とし、その実現のために、下記の中期経営
計画等に取り組んでおります。
①基本方針
金属の独自技術を磨き、新たな価値の創造を続けることで、多様なパートナーとともに、

サステナブルな社会の実現に挑戦する。
②基本戦略
１）事業基盤の強化と成長領域の拡大
・顧客との共創による高機能な製品の開発を加速
・強みであるリサイクル技術を活用した新規事業の創出
・タイ子会社（サイアム・エヌケーエス社）を中核とした海外市場への展開強化
・戦略的パートナーシップの推進
・成長戦略を支える積極的な投資（設備・研究開発・人財）

２）社会課題の解決
・サーキュラーエコノミー（循環型経済）への貢献
・脱炭素社会の構築

以上の取組みを推進するとともに、引き続き、事業環境の変化に対応しながら成長領域
に果敢に挑戦し、変革を担う人財の育成を図ってまいります。また、ガバナンス体制を強
化するために、コンプライアンスの徹底、リスク・危機管理の徹底も踏まえた内部統制の
更なる強化等、企業の持続的成長のための基盤強化も引き続き進めてまいります。
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（5）財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 第 98 期
2022.4〜2023.3

第 99 期
2023.4〜2024.3

第 100 期
2024.4〜2025.3

第 101 期
（当連結会計年度）
2025.4〜2026.3

売 上 高 24,062百万円 22,444百万円 25,441百万円 28,032百万円

営 業 利 益 2,899 2,177 2,860 3,404

経 常 利 益 3,265 2,560 3,212 3,818
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 2,234 1,742 2,357 2,281

１株当たり当期純利益 113円24銭 88円81銭 121円17銭 117円25銭

総 資 産 50,060百万円 52,928百万円 54,303百万円 61,693百万円

純 資 産 43,362 45,660 46,478 50,824

１株当たり純資産 2,197円75銭 2,348円33銭 2,388円36銭 2,611円65銭

（注）役員及び従業員向け株式交付信託の信託財産として株式会社日本カストディ銀行(信託口)が保有する当社
株式は、１株当たり純資産の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式に含めており、また、１株
当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、
控除した当該自己株式の期末株式数は、第98期82,345株、第99期68,885株、第100期296,268株、第
101期296,072株であり、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、第98期82,345株、第99期
73,659株、第100期103,151株、第101期296,198株であります。
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② 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分 第 98 期
2022.4〜2023.3

第 99 期
2023.4〜2024.3

第 100 期
2024.4〜2025.3

第 101 期
（当事業年度）
2025.4〜2026.3

売 上 高 21,884百万円 20,428百万円 22,187百万円 24,366百万円

営 業 利 益 2,593 1,981 2,281 2,835

経 常 利 益 2,924 2,383 2,648 3,309

当 期 純 利 益 2,034 1,640 1,987 1,941

１株当たり当期純利益 103円14銭 83円56銭 102円18銭 99円79銭

総 資 産 47,996百万円 50,126百万円 50,597百万円 56,893百万円

純 資 産 41,743 43,503 43,618 47,116

１株当たり純資産 2,115円66銭 2,237円36銭 2,241円37銭 2,421円11銭
（注）役員及び従業員向け株式交付信託の信託財産として株式会社日本カストディ銀行(信託口)が保有する当社

株式は、１株当たり純資産の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式に含めており、また、１株
当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、
控除した当該自己株式の期末株式数は、第98期82,345株、第99期68,885株、第100期296,268株、第
101期296,072株であり、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、第98期82,345株、第99期
73,659株、第100期103,151株、第101期296,198株であります。

（6）重要な親会社及び子会社の状況（2026年３月31日現在）
① 親会社の状況

該当事項はありません。
② 子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当 社 の
議決権比率 主要な事業内容

サイアム・エヌケーエスCO.,LTD.
（タイ国） 330,000千タイバーツ 100％ 工業薬品の製造・販売
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２． 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等（2026年３月31日現在）

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況
角 谷 博 樹 代表取締役社長（薬品事業統括本部担当）
柳 澤 英 二 取締役会長
太 田 武 之 取締役（管理本部長 兼 総務部長）
山 本 晃 取締役（経営企画室長 兼 建材本部担当 兼

サステナビリティ推進担当）
鉢 村 健 取締役 TOPPANエッジ㈱顧問

令和総合研究所㈱代表取締役
立教大学 兼任講師
アレンザホールディングス㈱社外取締役監
査等委員
一般社団法人日本デューデリジェンス協会代表理事

滝 順 子 取締役 滝公認会計士事務所 代表
小田急電鉄㈱社外取締役監査等委員

神 田 安 積 取締役 ウイン・パートナーズ㈱社外取締役監査等委員
マックス㈱社外取締役監査等委員
御茶の水ひまわり法律事務所 パートナー弁護士

小 野 寺 文 敏 常勤監査役
斉 藤 毅 監査役 大和ハウスリート投資法人 執行役員
成 相 明 子 監査役 成相明子税理士事務所 税理士

新日本空調㈱社外取締役監査等委員
ケンコーマヨネーズ㈱社外取締役

大 室 幸 子 監査役 森・濱田松本法律事務所外国法共同事業パ
ートナー
カンダホールディングス㈱社外監査役
東京大学大学院 法学政治学研究科 教授

（注）1． 取締役鉢村 健、取締役滝 順子、取締役神田安積の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取
締役であります。

2． 常勤監査役小野寺文敏、監査役斉藤 毅、監査役成相明子、監査役大室幸子の各氏は、会社法第２
条第16号に定める社外監査役であります。

3． 常勤監査役小野寺文敏氏は、金融機関における長年の経験に加え、企業経営者としての幅広い見識、
豊富な経験と実績があることから、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

4． 監査役斉藤 毅氏は、金融機関における長年の経験に加え、企業経営者としての幅広い見識、豊富
な経験と実績があることから、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

5． 監査役成相明子氏は、国税局での経験と、税理士としての専門知識及び財務並びに会計に関する幅
広い見識、豊富な経験と実績があることから、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており
ます。

6． 当社は取締役鉢村 健、取締役滝 順子、取締役神田安積の各氏及び監査役小野寺文敏、監査役斉
藤 毅、監査役成相明子の各氏を東京証券取引所の定める独立役員に指定し、同取引所に届け出て
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おります。
7． 当社は取締役鉢村 健、取締役滝 順子、取締役神田安積の各氏及び各監査役との間で、会社法第

423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規
定する最低責任限度額であります。

8． 当社は、当社の役員全員を被保険者とし、会社法第430条の3第１項に規定する役員等賠償責任保険
契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる会社役員としての業務執行に起因
して損害賠償がなされたことによって被る損害を、当該保険契約により填補することとしておりま
す。なお、その保険料は当社が全額負担しております。

9． 当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。
2025年6月26日開催の第100回定時株主総会において、角谷博樹、柳澤英二、太田武之、山本 晃、
鉢村 健、滝 順子、神田安積の各氏が取締役に再選され重任いたしました。

10． 当事業年度における重要な兼職の状況に関する異動は次のとおりであります。
取締役 滝 順子 イオンモール㈱ 社外取締役退任（2025年5月22日）
取締役 神田安積 弁護士法人東京フロンティア基金法律事務所 所長退任（2026年1月5日）

御茶の水ひまわり法律事務所 パートナー弁護士就任（2026年1月5日）
監査役 小野寺文敏 ㈱ＳＭＢＣ信託銀行 社外監査役退任（2025年6月30日）
監査役 斉藤 毅 三井住友トラスト総合サービス㈱ 顧問退任（2025年12月31日）

三井住友トラストクラブ㈱ 顧問退任（2025年12月31日）
監査役 成相明子 ケンコーマヨネーズ㈱ 社外取締役就任（2025年6月24日）
監査役 大室幸子 東京大学大学院法学政治学研究科 教授就任（2025年4月1日）

11． 当社では、適正なコーポレート・ガバナンスのもとで、的確・迅速な経営業務の執行を行う体制を強
化することを目的に、執行役員制度を導入しております。

2026年３月31日現在の執行役員の体制は以下のとおりであります。
氏 名 地位及び担当

角 谷 博 樹 代表取締役社長（薬品事業統括本部担当）
太 田 武 之 専務執行役員（管理本部長 兼 総務部長）
山 本 晃 常務執行役員（経営企画室長 兼 建材本部担当 兼 サステナビリティ推進担当）
山 田 修 常務執行役員（薬品事業統括本部長補佐）
小 野 村 勲 常務執行役員（薬品事業統括本部長補佐）
松 尾 理 常務執行役員（薬品事業統括本部長）
渡 辺 純 貴 執行役員（薬品事業統括本部 Ｒ＆Ｄセンター長 兼 研究部長）
吉 田 豊 執行役員（経営企画室付部長）
佐 藤 浩 二 執行役員（建材本部長 兼 建材営業部長）
高 﨑 一 郎 執行役員（薬品事業統括本部 薬品生産本部長 兼 生産管理室長 兼 品質保証室長）
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（2）取締役及び監査役の報酬等に関する事項
①当社の役員の報酬等の額の決定に関する方針に関する事項
当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機

能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職
責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。具体的には、社内取締役
の報酬は、固定報酬としての基本報酬、賞与及び業績連動型株式報酬により構成し、社外
取締役については、基本報酬を支払うこととしております。
取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態

に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、指名報酬委員会において検討を行
います。取締役会は指名報酬委員会の答申内容を尊重し、当該答申で示された種類別の報
酬割合の範囲内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとしております。
また、本決定方針は、指名報酬委員会の答申を踏まえ決定しております。

②取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
当社取締役の報酬限度額は、2022年６月28日開催の第97回定時株主総会において年額

150百万円以内（うち社外取締役は50百万円。ただし、使用人分給与は含まない。）と決
議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は９名（うち社外取締役３
名）です。
上記報酬額の他、取締役（社外取締役を除く）に対しては、2017年６月28日開催の第

92回定時株主総会において決議された株式報酬制度を導入し現在に至るまで同制度を継続
しております。同制度に基づく株式取得資金の上限は、180百万円（３事業年度）であり、
上記記載の金銭報酬限度額とは別枠で、１事業年度当たり45,000ポイントを株式交付の上
限としております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は７名です。
監査役の報酬限度額は、2022年６月28日開催の第97回定時株主総会において年額35百

万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。
③取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
当社は、個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長 角谷博樹がそ

の具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の
額及び各取締役（社外取締役を除く）の賞与の評価配分としております。
これらの権限を委任した理由は、当社グループを取り巻く環境、当社グループの経営状

況等を当社グループにおいて最も熟知し、各取締役の担当領域や職責の評価を行うには代
表取締役社長が最も適しているからであります。
取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、指名報酬委員

会に諮問し答申を得るものとし、上記の委任をうけた代表取締役社長は、当該答申の内容
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に従って決定をしなければならないこととしていることから、取締役会はその内容が決定
方針に沿うものであると判断しております。
④取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬 賞与 業績連動型
株式報酬

取締役
(うち社外取締役)

147,734
(26,106)

84,393
(26,106)

30,000
(−)

33,341
(−)

7
(3)

監査役
(うち社外監査役)

30,543
(30,543)

30,543
(30,543)

−
(−)

−
(−)

4
(4)

（注）1． 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2． 上表の支給額には、第101回定時株主総会において第２号議案が原案通り承認可決された場合の役員

賞与支給予定額（社内取締役分30,000千円）を含んでおります。

⑤業績連動報酬等に関する事項
取締役の業績向上に対する意欲や士気を一層高めることにより、企業価値の持続的向上

を図るため、取締役（社外取締役を除く）に対して業績連動報酬として賞与を支給してお
ります。賞与の算定方法の決定にあたっては、取締役会の諮問機関である指名報酬委員会
で業績、その他の成果等を総合的に検討し、取締役会に答申し、取締役会で決定しており
ます。
また、非金銭報酬等は、業績連動型株式報酬制度を導入しており、業績連動型株式報酬

の算定に係る指標は、評価対象期間の前事業年度に係る決算短信に記載された評価対象期
間に係る事業年度の連結業績予想の「営業利益」に対する当該評価対象期間の事業年度に
係る有価証券報告書に記載される連結営業利益の達成率です。当該指標を選択した理由は、
当社の業績及び株式価値と取締役の報酬との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇に
よるメリットを享受するのみならず株価下落リスクをも負担し、株価の変動による利益・
リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献す
る意識を高めることであります。業績連動型株式報酬の額の決定方法は、役位別基礎ポイ
ントに在任係数及び業績連動係数を乗じて算定いたします。
なお、当事業年度における業績連動型株式報酬に係る指標の目標は、連結営業利益

2,130百万円であり、実績は3,404百万円となり、達成率は159.81％となったことにより
業績連動係数は1.5となりました。
（業績連動型株式報酬の算定方法）
本業績連動型株式報酬制度の算定方法によるポイント数は下記の方法に基づき算定のうえ、１事業年度

当たりに付与するポイント数（株数）を確定します。原則として累積したポイント数に相当する株式数が
退任時に交付されます。
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〈算出式〉役位別基礎ポイント（※１） × 在任係数（※２）× 業績連動係数（※３）
※１ 評価対象期間の開始日（但し、評価対象期間中に新たに取締役に就任した制度対象者は、就任時）

における役位に応じて次の表に定める基礎金額の数を本信託の１株当たりの当社株式取得価格で除し
た数をいう。但し、当該日以後、評価対象期間中に制度対象者の役位の変更があった場合の基礎金額
は、次の月数按分計算式のとおり、評価対象期間中の各月の１日における役位に応じて月数按分した
金額とする。なお、小数点以下は切り捨てることとする。

役位 基礎金額
取締役会長 5,400,000円
取締役社長 5,400,000円
取締役専務執行役員 3,600,000円
取締役常務執行役員 2,700,000円
取締役 1,800,000円

（月数按分計算式）
基礎金額＝①前役位に係る按分基礎金額＋②後役位に係る按分基礎金額
①前役位に係る按分基礎金額＝前役位による、上記表に定める基礎金額×前役位における在任月数÷評価
対象期間中の前・後役位を通じた在任月数
②後役位に係る按分基礎金額＝後役位による、上記表に定める基礎金額×後役位における在任月数÷評価
対象期間中の前・後役位を通じた在任月数
※２ 在任係数は、ポイント付与日を基準に、当該制度対象者が取締役に就任した日（継続して再任され

ている場合は当初の就任日）から、評価対象期間満了日の直後に到来する定時株主総会終結の日まで
の在任期間に応じ、次の表に定める数とする。

在任期間 在任係数
10 期以上 1.50

8 期以上10期未満 1.40
6 期以上8期未満 1.30
4 期以上6期未満 1.20
2 期以上4期未満 1.10

2 期未満 1.00
※３ 業績連動係数は、各評価対象期間の前事業年度に係る決算短信に記載された評価対象期間に係る事

業年度の連結業績予想の「営業利益」に対する当該評価対象期間の事業年度に係る有価証券報告書に
記載される連結営業利益の達成率により次の表に定める数とする。

業績指標 業績連動係数 業績指標 業績連動係数
150.00％以上 1.50 95.00％以上100.00％未満 0.90

140.00％以上150.00％未満 1.40 90.00％以上95.00％未満 0.80
130.00％以上140.00％未満 1.30 85.00％以上90.00％未満 0.70
120.00％以上130.00％未満 1.20 80.00％以上85.00％未満 0.60
110.00％以上120.00％未満 1.10 70.00％以上80.00％未満 0.50
100.00％以上110.00％未満 1.00 70.00％未満 0.00
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（控除期間が存する者についてのポイントの算出）
ポイント付与対象者について、対応する評価対象期間中に、控除期間に該当する期間があった場合に

は、算出式にかかわらず、その者に付与されるポイントは、当該控除期間の月数（※４）を評価対象期間
の月数から控除した月数を「在任期間月数」として、次の算式により算出される数とする（小数点以下切
り上げ）。なお、疑義を避けるために記載するに、在任期間月数が０（ゼロ）となる場合、ポイントは付
与されない。
付与ポイント＝〈算出式〉で算出したポイント×「在任期間月数」÷評価対象期間の月数
※４ １カ月単位とし、１カ月未満の端数は15日以上を１カ月とし15日未満は切り捨てる。

（3）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係

区 分 氏 名 重要な兼職先 重要な兼職先と当社との関係

社外取締役

鉢 村 健

TOPPANエッジ㈱ 顧問
令和総合研究所㈱ 代表取締役
立教大学 兼任講師
アレンザホールディングス㈱ 社外取締役監査等委員
一般社団法人日本デューデリジェンス協会 代表理事

いずれも重要な取引その他の関係は
ありません。

滝 順 子
滝公認会計士事務所 代表
イオンモール㈱ 社外取締役
小田急電鉄㈱ 社外取締役監査等委員

いずれも重要な取引その他の関係は
ありません。

神 田 安 積

弁護士法人東京フロンティア基金法
律事務所 所長
ウイン・パートナーズ㈱ 社外取締
役監査等委員
マックス㈱ 社外取締役監査等委員
御茶の水ひまわり法律事務所 パー
トナー弁護士

いずれも重要な取引その他の関係は
ありません。

社外監査役

小 野 寺 文 敏 ㈱ＳＭＢＣ信託銀行 社外監査役 重要な取引その他の関係はありませ
ん。

斉 藤 毅
三井住友トラスト総合サービス㈱ 顧問
大和ハウスリート投資法人 執行役員
三井住友トラストクラブ㈱ 顧問

いずれも重要な取引その他の関係は
ありません。

成 相 明 子
成相明子税理士事務所 税理士
新日本空調㈱ 社外取締役監査等委員
ケンコーマヨネーズ㈱ 社外取締役

いずれも重要な取引その他の関係は
ありません。

大 室 幸 子
森・濱田松本法律事務所外国法共同
事業パートナー
カンダホールディングス㈱ 社外監査役
東京大学大学院法学政治学研究科 教授

いずれも重要な取引その他の関係は
ありません。
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② 当事業年度における活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

社外取締役 鉢 村 健

当事業年度に開催された取締役会（定時取締役会17回、臨時取締役会0
回）17回のうち17回出席し、主に金融業界での豊富な知識・見識に基づ
き、取締役会において活発な審議に積極的に参画するとともに、意思決定
の適正性を確保するため必要な発言等を行っております。更に、指名報酬
委員長として活発な審議に参画しており、業務執行の適切な評価等を通
じ、経営陣の監督を行っております。

社外取締役 滝 順 子

当事業年度に開催された取締役会（定時取締役会17回、臨時取締役会0
回）17回のうち17回出席し、公認会計士としての専門的見地により、取
締役会において活発な審議に積極的に参画するとともに、意思決定の適正
性を確保するため必要な発言等を行っております。更に、指名報酬委員と
して活発な審議に参画しており、業務執行の適切な評価等を通じ、経営陣
の監督を行っております。

社外取締役 神 田 安 積

当事業年度に開催された取締役会（定時取締役会17回、臨時取締役会0
回）17回のうち17回出席し、弁護士としての専門的見地により、取締役
会において活発な審議に積極的に参画するとともに、意思決定の適正性を
確保するため必要な発言等を行っております。更に、指名報酬委員として
活発な審議に参画しており、業務執行の適切な評価等を通じ、経営陣の監
督を行っております。

社外監査役 小 野 寺 文 敏

当事業年度に開催された取締役会（定時取締役会17回、臨時取締役会0
回）17回のうち17回出席し、また当事業年度に開催された監査役会18回
のうち18回出席し、金融機関勤務や企業経営者としての豊富な経験や見識
に基づき、監査役会の活動方針の提言、監査結果について適切な発言を行
っております。

社外監査役 斉 藤 毅

当事業年度に開催された取締役会（定時取締役会17回、臨時取締役会0
回）17回のうち17回出席し、また当事業年度に開催された監査役会18回
のうち18回出席し、金融機関勤務や企業経営者としての豊富な経験や見識
に基づき、監査役会の活動方針の提言、監査結果について適切な発言を行
っております。

社外監査役 成 相 明 子

当事業年度に開催された取締役会（定時取締役会17回、臨時取締役会0
回）17回のうち17回出席し、また当事業年度に開催された監査役会18回
のうち18回出席し、国税局での勤務経験と、税理士としての専門知識及び
財務並びに会計に関する豊富な経験や見識に基づき、監査役会の活動方針
の提言、監査結果について適切な発言を行っております。

社外監査役 大 室 幸 子
当事業年度に開催された取締役会（定時取締役会17回、臨時取締役会0
回）17回のうち17回出席し、また当事業年度に開催された監査役会18回
のうち18回出席し、弁護士としての豊富な経験や見識に基づき、監査役会
の活動方針の提言、監査結果について適切な発言を行っております。
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３． 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様への配当政策をより明確にし、事業の成長に応じた利益還元を実施す

るため、基本方針を2025年５月14日に変更しており、その基本方針は、財務健全性の維持
は勿論のこと、当期連結業績や将来の資金需要等を総合的に勘案し、株主資本配当率
（DOE）４％を目安とし、安定的な配当額を継続することとしております。

内部留保資金につきましては、生産設備増強・更新、環境対策設備、新製品生産設備、研
究開発及び海外展開、新規事業開拓等の投資に充当してまいります。
当期の配当につきましては前述の基本方針等を勘案し、取締役会決議により中間１株につ

き45円、総額 889,058,655円（支払開始日：2025年12月８日）、期末配当は１株につき
45円、総額 889,058,655円（支払開始日：2026年６月８日）とさせていただきました。

注 期末配当金は、役員及び従業員向け株式交付信託の信託財産として株式会社日本カスト
ディ銀行(信託口)が保有する当社株式（296,072株）に対する配当金（13,323,240円）
を含んでおります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
注 本事業報告中の記載金額及び株式数は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

但し、１株当たり当期純利益・純資産及び比率は四捨五入により表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） 61,693,613 （負債の部） 10,868,777

流 動 資 産 34,950,731 流 動 負 債 6,992,129
現 金 及 び 預 金 20,779,933 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 3,018,890
受 取 手 形 116,375 電 子 記 録 債 務 380,280
電 子 記 録 債 権 2,032,052 未 払 法 人 税 等 613,181
売 掛 金 6,607,770 賞 与 引 当 金 460,000
商 品 及 び 製 品 1,976,376 役 員 賞 与 引 当 金 30,000
仕 掛 品 1,510,818 そ の 他 2,489,775
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,730,417 固 定 負 債 3,876,648
そ の 他 198,257 繰 延 税 金 負 債 3,295,078
貸 倒 引 当 金 △1,270 退 職 給 付 に 係 る 負 債 312,137

固 定 資 産 26,742,881 役 員 株 式 給 付 引 当 金 129,031
有形固定資産 9,222,087 従業員株式給付引当金 52,505
建 物 及 び 構 築 物 1,920,991 資 産 除 去 債 務 40,993
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 1,775,119 そ の 他 46,902
工 具、 器 具 及 び 備 品 234,192 (純資産の部) 50,824,836
土 地 2,701,967 株 主 資 本 42,379,668
建 設 仮 勘 定 2,589,816 資 本 金 1,034,000

無形固定資産 163,668 資本剰余金 856,908
ソ フ ト ウ ェ ア 142,151 利益剰余金 41,409,378
そ の 他 21,517 自 己 株 式 △920,618

投資その他の資産 17,357,125 その他の包括利益累計額 8,445,167
投 資 有 価 証 券 13,620,086 その他有価証券評価差額金 6,607,183
長 期 預 金 2,100,000 為替換算調整勘定 1,439,117
退 職 給 付 に 係 る 資 産 859,572 退職給付に係る調整累計額 398,865
繰 延 税 金 資 産 8,846
そ の 他 768,619

資 産 合 計 61,693,613 負 債 純 資 産 合 計 61,693,613
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連 結 損 益 計 算 書
（2025

2026
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 28,032,764
売 上 原 価 21,114,073

売 上 総 利 益 6,918,691
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,514,332

営 業 利 益 3,404,358
営 業 外 収 益 490,504

受 取 利 息 72,361
受 取 配 当 金 242,815
不 動 産 賃 貸 料 80,291
そ の 他 95,036

営 業 外 費 用 76,591
支 払 利 息 1,019
賃 貸 収 入 原 価 31,941
為 替 差 損 42,237
そ の 他 1,393
経 常 利 益 3,818,271

特 別 利 益 12,446
固 定 資 産 売 却 益 97
投 資 有 価 証 券 売 却 益 12,348

特 別 損 失 495,074
固 定 資 産 除 却 損 41,480
固 定 資 産 売 却 損 188
減 損 損 失 453,405

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,335,642
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,033,597
法 人 税 等 調 整 額 20,208
当 期 純 利 益 2,281,837
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,281,837
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ナー 尾久橋通り

日暮里駅

あ
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通
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言
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り

株主総会会場のご案内
会場：〒116−0014 東京都荒川区東日暮里５丁目50番５号

アートホテル日暮里ラングウッド ２階「飛翔」
電話：03-3803-1234（代）

最寄駅：ＪＲ日暮里駅、京成日暮里駅、日暮里・舎人ライナー日暮里駅から徒歩３分
※駐車場の収容台数には限りがございますので、電車等の交通機関をご利用ください。
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